
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

 

 

各省庁の予算案の最終的な調整が進められています。私学の教職員不足、劣悪な労働条件に加え、他産業のように

は賃金が上昇がすすまない中、私学経常費助成補助が、概算要求満額獲得されるかどうか注目されます。その情勢の

もと、昨日夕刻、共同通信が下記の内容を報じました。 

     
 教員不足、未配置問題は小中をはじめ公立学校でも深刻になっています。専任教諭増をはじめ劣悪な労

働条件の改善がすすまないことが原因となっています。自治体によっては、貸与型奨学金の返済を肩代わ

りする制度を導入するなど、付け焼刃的対処も実施されている状況です。 

 こうした中で発表されたのが、上記の共同通信の内容です。「定数法」の改善、専任教諭増という抜本

的な改善ではありません。したがって、これが教員志望者を増加させるとは予想できません。しかし、公

費でこれがすすめられると、私学と公立の教育労働条件格差は広がり、私学の教員不足の要因になりかね

ません。「経常費助成は人勧増額分は反映されるのか？」という問い合わせもありました。経常費助成補

助の増額が強く求められます。 
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専任教諭増、賃上げできる経常費助成補助増額の実現を!! 

そのためにも    国向け署名を 2月中旬まで 1筆でも多く集約しよう! 


